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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　入射する励起光により励起され蛍光を発光する量子ロッド、および、重合性液晶化合物
を含み、
　前記量子ロッドの長軸の長さが２０～１００ｎｍであり、
　前記量子ロッドのアスペクト比が４～２０である、重合性液晶組成物であって、前記重
合性液晶化合物は、前記量子ロッドの長軸との間で以下式（１）を満足する重合性液晶化
合物Ｘを含む、重合性液晶組成物。なお、前記アスペクト比は、前記量子ロッドの長軸の
長さと短軸の長さとの比である。
　式（１）　　　２≦Ｌｑ／Ｌｐ≦１０
　式（１）中、Ｌｑは前記量子ロッドの長軸の長さを表し、Ｌｐは前記重合性液晶化合物
Ｘの分子長軸の長さを表す。
【請求項２】
　入射する励起光により励起され蛍光を発光する量子ロッド、および、重合性液晶化合物
を含み、
　前記量子ロッドの長軸の長さが２０～１００ｎｍであり、
　前記量子ロッドのアスペクト比が４～２０である、重合性液晶組成物であって、前記重
合性液晶化合物の少なくとも１種が、前記量子ロッドに吸着する基を有する、重合性液晶
組成物。なお、前記アスペクト比は、前記量子ロッドの長軸の長さと短軸の長さとの比で
ある。
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【請求項３】
　前記重合性液晶化合物の少なくとも１種が、前記量子ロッドに吸着する基を有する、請
求項１に記載の重合性液晶組成物。
【請求項４】
　前記量子ロッドに吸着する基が、ホスフィンオキサイド基、ホスフィン基、ホスホン酸
基、アミノ基、メルカプト基、および、カルボキシル基からなる群から選択される、請求
項２または３に記載の重合性液晶組成物。
【請求項５】
　前記量子ロッドは、
　６００～６８０ｎｍの範囲の波長帯域に発光中心波長を有し、半値幅が６０ｎｍ以下で
ある量子ロッド（Ａ）、
　５００～６００ｎｍの範囲の波長帯域に発光中心波長を有し、半値幅が６０ｎｍ以下で
ある量子ロッド（Ｂ）、および
　４３０～４８０ｎｍの範囲の波長帯域に発光中心波長を有し、半値幅が６０ｎｍ以下で
ある量子ロッド（Ｃ）、からなる群から選択される少なくとも１種を含む、請求項１～４
のいずれか１項に記載の重合性液晶組成物。
【請求項６】
　前記量子ロッドが、ＣｄＳ、ＣｄＳｅ、ＣｄＴｅ、ＺｎＳ、ＺｎＳｅ、ＺｎＳｅＳ、Ｚ
ｎＴｅ、ＺｎＯ、ＧａＡｓ、ＧａＰ、ＧａＡｓ、ＧａＳｂ、ＨｇＳ、ＨｇＳｅ、ＨｇＴｅ
、ＩｎＡｓ、ＩｎＰ、ＩｎＳｂ、ＡｌＡｓ、ＡｌＰ、ＡｌＳｂ、ＣｕＳ、Ｃｕ２Ｓ、Ｃｕ

２Ｓｅ、ＣｕＩｎＳ、ＣｕＩｎＳ２、ＣｕＩｎＳｅ２、Ｃｕ２（ＺｎＳｎ）Ｓ４、および
、Ｃｕ２（ＩｎＧａ）Ｓ４からなる群から選択される少なくとも１種の成分を含む、請求
項１～５のいずれか１項に記載の重合性液晶組成物。
【請求項７】
　前記重合性液晶化合物が、重合性基を１つ有する液晶化合物、および、重合性基を２つ
有する液晶化合物からなる群から選択される少なくとも１種を含む、請求項１～６のいず
れか１項に記載の重合性液晶組成物。
【請求項８】
　さらに、前記重合性液晶化合物とは異なる、重合性基を有するモノマーを含む、請求項
１～７のいずれか１項に記載の重合性液晶組成物。
【請求項９】
　前記重合性基を有するモノマーが、炭素数４～３０のアルキル基を有するモノマーを含
む、請求項８に記載の重合性液晶組成物。
【請求項１０】
　さらに、重合開始剤を含む、請求項１～９のいずれか１項に記載の重合性液晶組成物。
【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれか１項に記載の重合性液晶組成物から形成された波長変換フィ
ルム。
【請求項１２】
　請求項１１に記載の波長変換フィルムと、前記波長変換フィルムの少なくとも一方の面
上に配置された、酸素透過度が５０ｃｍ３／（ｍ2・ｄａｙ・ａｔｍ）以下である支持体
とを含む、波長変換部材。
【請求項１３】
　前記波長変換フィルムの両面上に前記支持体が配置される、請求項１２に記載の波長変
換部材。
【請求項１４】
　前記支持体が、ケイ素酸化物、ケイ素窒化物、ケイ素炭化物、または、アルミニウム酸
化物を含む無機層を有するバリアフィルムである、請求項１２または１３に記載の波長変
換部材。
【請求項１５】
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　前記バリアフィルムが、前記無機層と前記無機層の上に少なくとも１層の有機層とを含
む、請求項１４に記載の波長変換部材。
【請求項１６】
　前記波長変換フィルムと前記支持体との間に、配向処理が施された配向膜を含む、請求
項１２～１５のいずれか１項に記載の波長変換部材。
【請求項１７】
　請求項１２～１６のいずれか１項に記載の波長変換部材と、青色発光ダイオードまたは
紫外線発光ダイオードとを少なくとも含む、バックライトユニット。
【請求項１８】
　さらに、導光板を含み、前記波長変換部材が、前記導光板から出射される光の経路上に
配置される、請求項１７に記載のバックライトユニット。
【請求項１９】
　さらに、プリズムシートを含む、請求項１７または１８に記載のバックライトユニット
。
【請求項２０】
　請求項１７～１９のいずれか１項に記載のバックライトユニットと、液晶セルとを少な
くとも含む液晶表示装置。
【請求項２１】
　請求項１２～１５のいずれか１項に記載の波長変換部材の製造方法であって、
　前記支持体表面をラビング処理する工程Ａと、
　前記工程Ａの後に、ラビング処理を施した前記支持体表面に請求項１～１０のいずれか
１項に記載の重合性液晶組成物を塗布する工程Ｂと、
　前記重合性液晶組成物中の前記重合性液晶化合物を配向させた後、配向状態を重合によ
り固定させて、前記波長変換フィルムを形成する工程Ｃと、を含む、波長変換部材の製造
方法。
【請求項２２】
　請求項１６に記載の波長変換部材の製造方法であって、
　前記支持体上に、配向処理が施された配向膜を形成する工程Ｄと、
　前記工程Ｄの後に、前記配向膜上に請求項１～１０のいずれか１項に記載の重合性液晶
組成物を塗布する工程Ｅと、
　前記重合性液晶組成物中の前記重合性液晶化合物を配向させた後、配向状態を重合によ
り固定させて、前記波長変換フィルムを形成する工程Ｆと、を含む、波長変換部材の製造
方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、重合性液晶組成物、波長変換フィルム、波長変換部材およびその製造方法、
バックライトユニット、および、液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　光の偏光特性は、テレビ、コンピューター、携帯電話など種々の表示デバイスにおいて
利用されている。通常、光源から発生させた光は非偏光であるため、偏光子を用いて偏光
を得る場合が多い。しかし、偏光子を用いて特定の偏光を得る態様ではエネルギー損失を
伴い、通常、入射光の略５０％が失われる。
　上記のような問題に対して、近年、量子ロッドを用いる態様が提案されている。量子ロ
ッドとは、棒状（ロッド状）の半導体化合物の微粒子（半導体ナノ結晶）であり、形状が
棒状で指向性を持つため、偏光を発する。
　例えば、特許文献１においては、一方向に配向した量子ロッドを含む光学活性構造体に
ポンピング光を照射して、偏光を得る態様が開示されており、表示デバイスのバックライ
トシステムとして有用である旨が記されている。なお、特許文献１の実施例欄においては
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、量子ロッドが分散したポリマーフィルムを機械的に引き伸ばすことによって、量子ロッ
ドの配向を行っている。
　また、特許文献２においては、ネマチック液晶と、ドメイン状構造を有する硫化亜鉛若
しくは酸化亜鉛ナノロッドであって、ドメイン内各々のナノロッドは実質的に平行な状態
に並んでいるナノロッドとを含む液晶ディスプレイ用ナノロッド配合物が開示されている
。この配合物においては、ネマチック液晶の特性により、ナノロッドの配向性の制御が行
われている。なお、特許文献２では、内径１．２ｎｍおよび長さ４．０ｎｍである極めて
小さな寸法のナノロッドが具体的に使用されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特表２０１４－５０２４０３号公報
【特許文献２】特開２０１０－１４４０３２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　一方、特許文献１で使用されるようなポリマーフィルムの延伸処理により量子ロッドを
配向させる処理では、量子ロッドの配向を十分に実施することができない。そのため、延
伸処理が施されたポリマーフィルムの偏光発光性は、昨今求められるレベルを必ずしも満
たしてない。なお、偏光発光性とは、所定の偏光を発光する性質を意図し、偏光発光性が
優れる場合は、特定の偏光の強度が高くなる。
　また、上記のような延伸処理では生産性が必ずしも良くなく、かつ、得られる膜の薄膜
化も困難である。
【０００５】
　また、特許文献２で具体的に開示されているような、液晶化合物と小さな寸法のナノロ
ッドとを含む配合物においても、偏光発光性は昨今求められるレベルを必ずしも満たして
ない。
　さらに、特許文献２では外部電場を使用して液晶化合物を配向させているため、外部電
場の印加をやめると、ナノロッドの配向性が失われやすい。特に、高温高湿環境下におい
ては、液晶化合物の配向性が失われやすく、結果として偏光発光性が低下する。
【０００６】
　本発明は、上記実情に鑑みて、偏光発光性に優れ、高温高湿環境下でも偏光発光性の低
下が抑制される波長変換フィルムを簡便に製造することができる重合性液晶化合物を提供
することを課題とする。
　また、本発明は、波長変換フィルム、波長変換部材およびその製造方法、バックライト
ユニット、並びに、液晶表示装置を提供することも課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者は、従来技術の問題点について鋭意検討した結果、所定の大きさの量子ロッド
と、重合性液晶化合物とを併用することにより、所望の波長変換フィルムが得られること
を知見し、上記課題を解決できることを見出した。
　すなわち、以下の構成により上記目的を達成することができることを見出した。
【０００８】
（１）　入射する励起光により励起され蛍光を発光する量子ロッド、および、重合性液晶
化合物を含み、
　量子ロッドの長軸の長さが２０～１００ｎｍであり、
　量子ロッドのアスペクト比が４～２０である、重合性液晶組成物。なお、アスペクト比
は、量子ロッドの長軸の長さと短軸の長さとの比である。
（２）　量子ロッドは、
　６００～６８０ｎｍの範囲の波長帯域に発光中心波長を有し、半値幅が６０ｎｍ以下で
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ある量子ロッド（Ａ）、
　５００～６００ｎｍの範囲の波長帯域に発光中心波長を有し、半値幅が６０ｎｍ以下で
ある量子ロッド（Ｂ）、および
　４３０～４８０ｎｍの範囲の波長帯域に発光中心波長を有し、半値幅が６０ｎｍ以下で
ある量子ロッド（Ｃ）、からなる群から選択される少なくとも１種を含む、（１）に記載
の重合性液晶組成物。
（３）　量子ロッドが、ＣｄＳ、ＣｄＳｅ、ＣｄＴｅ、ＺｎＳ、ＺｎＳｅ、ＺｎＳｅＳ、
ＺｎＴｅ、ＺｎＯ、ＧａＡｓ、ＧａＰ、ＧａＡｓ、ＧａＳｂ、ＨｇＳ、ＨｇＳｅ、ＨｇＴ
ｅ、ＩｎＡｓ、ＩｎＰ、ＩｎＳｂ、ＡｌＡｓ、ＡｌＰ、ＡｌＳｂ、ＣｕＳ、Ｃｕ２Ｓ、Ｃ
ｕ２Ｓｅ、ＣｕＩｎＳ、ＣｕＩｎＳ２、ＣｕＩｎＳｅ２、Ｃｕ２（ＺｎＳｎ）Ｓ４、およ
び、Ｃｕ２（ＩｎＧａ）Ｓ４からなる群から選択される少なくとも１種の成分を含む、（
１）または（２）に記載の重合性液晶組成物。
（４）　重合性液晶化合物は、量子ロッドの長軸との間で以下式（１）を満足する重合性
液晶化合物Ｘを含む、（１）～（３）のいずれかに記載の重合性液晶組成物。
　式（１）　　　２≦Ｌｑ／Ｌｐ≦１０
　式（１）中、Ｌｑは量子ロッドの長軸の長さを表し、Ｌｐは重合性液晶化合物Ｘの分子
長軸の長さを表す。
（５）　重合性液晶化合物が、重合性基を１つ有する液晶化合物、および、重合性基を２
つ有する液晶化合物からなる群から選択される少なくとも１種を含む、（１）～（４）の
いずれかに記載の重合性液晶組成物。
（６）　重合性液晶化合物の少なくとも１種が、量子ロッドに吸着する基を有する、（１
）～（５）のいずれかに記載の重合性液晶組成物。
（７）　量子ロッドに吸着する基が、ホスフィンオキサイド基、ホスフィン基、ホスホン
酸基、アミノ基、メルカプト基、および、カルボキシル基からなる群から選択される、（
６）に記載の重合性液晶組成物。
（８）　さらに、重合性液晶化合物とは異なる、重合性基を有するモノマーを含む、（１
）～（７）のいずれかに記載の重合性液晶組成物。
（９）　重合性基を有するモノマーが、炭素数４～３０のアルキル基を有するモノマーを
含む、（８）に記載の重合性液晶組成物。
（１０）　さらに、重合開始剤を含む、（１）～（９）のいずれかに記載の重合性液晶組
成物。
【０００９】
（１１）　（１）～（１０）のいずれかに記載の重合性液晶組成物から形成された波長変
換フィルム。
（１２）　架橋構造を有する高分子マトリックスと、高分子マトリックス中に分散した量
子ロッドとを含み、
　高分子マトリックスが、部分構造として液晶構造を含む繰り返し単位を有し、液晶構造
は配向した状態で固定されており、
　量子ロッドの長軸が一方向と平行となるように量子ロッドが配向しており、
　量子ロッドの長軸の長さが２０～１００ｎｍであり、
　量子ロッドのアスペクト比が４～２０である、波長変換フィルム。なお、アスペクト比
は、量子ロッドの長軸の長さと短軸の長さとの比である。
（１３）　（１１）または（１２）に記載の波長変換フィルムと、波長変換フィルムの少
なくとも一方の面上に配置された、酸素透過度が５０ｃｍ３／（ｍ2・ｄａｙ・ａｔｍ）
以下である支持体とを含む、波長変換部材。
（１４）　波長変換フィルムの両面上に支持体が配置される、（１３）に記載の波長変換
部材。
（１５）　支持体が、ケイ素酸化物、ケイ素窒化物、ケイ素炭化物、または、アルミニウ
ム酸化物を含む無機層を有するバリアフィルムである、（１３）または（１４）に記載の
波長変換部材。
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（１６）　バリアフィルムが、無機層と無機層の上に少なくとも１層の有機層とを含む、
（１５）に記載の波長変換部材。
（１７）　波長変換フィルムと支持体との間に、配向処理が施された配向膜を含む、（１
３）～（１６）のいずれかに記載の波長変換部材。
（１８）　（１３）～（１７）のいずれかに記載の波長変換部材と、青色発光ダイオード
または紫外線発光ダイオードとを少なくとも含む、バックライトユニット。
（１９）　さらに、導光板を含み、波長変換部材が、導光板から出射される光の経路上に
配置される、（１８）に記載のバックライトユニット。
（２０）　さらに、プリズムシートを含む、（１８）または（１９）に記載のバックライ
トユニット。
（２１）　（１８）～（２０）のいずれかに記載のバックライトユニットと、液晶セルと
を少なくとも含む液晶表示装置。
（２２）　（１３）～（１６）のいずれかに記載の波長変換部材の製造方法であって、
　支持体表面をラビング処理する工程Ａと、
　工程Ａの後に、ラビング処理を施した支持体表面に（１）～（１０）のいずれかに記載
の重合性液晶組成物を塗布する工程Ｂと、
　重合性液晶組成物中の重合性液晶化合物を配向させた後、配向状態を重合により固定さ
せて、波長変換フィルムを形成する工程Ｃと、を含む、波長変換部材の製造方法。
（２３）　（１７）に記載の波長変換部材の製造方法であって、
　支持体上に、配向処理が施された配向膜を形成する工程Ｄと、
　工程Ｄの後に、配向膜上に（１）～（１０）のいずれかに記載の重合性液晶組成物を塗
布する工程Ｅと、
　重合性液晶組成物中の重合性液晶化合物を配向させた後、配向状態を重合により固定さ
せて、波長変換フィルムを形成する工程Ｆと、を含む、波長変換部材の製造方法。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、偏光発光性に優れ、高温高湿環境下でも偏光発光性の低下が抑制され
る波長変換フィルムを簡便に製造することができる重合性液晶化合物を提供することを課
題とする。
　また、本発明によれば、波長変換フィルム、波長変換部材およびその製造方法、バック
ライトユニット、並びに、液晶表示装置を提供することもできる。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、本発明について詳細に説明する。なお、本明細書において「～」を用いて表され
る数値範囲は、「～」の前後に記載される数値を下限値および上限値として含む範囲を意
味する。
【００１２】
　本発明の重合性液晶組成物の特徴点としては、所定の大きさの量子ロッド、および、重
合性液晶化合物を用いている点が挙げられる。量子ロッドの大きさが所定範囲であれば、
重合性液晶化合物が配向する際に共同的に作用しあって、量子ロッドが特定の方向に配向
しやすく、優れた偏光発光性が得られる。また、重合性基を有する液晶化合物である重合
性液晶化合物を使用することにより、液晶化合物が配向した状態で重合を行い、液晶化合
物の配向状態を固定できる。重合性液晶化合物の重合によって形成される高分子マトリッ
クス内では、所定の方向に配向している量子ロッドの動きが抑制され、その配向状態を固
定することができる。そのため、高温高湿環境下においても、高分子マトリックスによっ
て量子ロッドの運動性が制限され、量子ロッドの配向性が維持されやすくなり、結果とし
て偏光発光性の低下が抑制される。
【００１３】
＜重合性液晶組成物＞
　本発明の重合性液晶組成物（以後、単に「組成物」とも称する）は、入射する励起光に
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より励起され蛍光を発光する量子ロッド、および、重合性液晶化合物を少なくとも含む。
以下、組成物に含まれる各成分について詳述し、その後、組成物を用いて形成される波長
変換フィルム、波長変換フィルムを含む波長変換部材、バックライトユニット、および、
液晶表示装置などについて詳述する。
【００１４】
（量子ロッド）
　量子ロッドとは、半導体ナノロッドとも呼ばれ、棒状（ロッド状）の半導体ナノ結晶（
ナノ粒子）であり、形状がロッド状で指向性を持つため、光源から出射された光が入射す
ると偏光を発する。つまり、量子ロッドは、入射する励起光によって励起され、蛍光を発
光する材料である。
【００１５】
　量子ロッドの長軸の長さ（長軸方向の長さ）は２０～１００ｎｍであり、波長変換フィ
ルムの偏光発光性がより優れる点、および、高温高湿環境下でも偏光発光性の低下がより
抑制される点の少なくとも１つを満足する点（以後、単に「本発明の効果がより優れる点
」とも称する）で、２０～６０ｎｍが好ましく、２０～５０ｎｍがより好ましい。
　長軸の長さが２０ｎｍ未満の場合、量子ロッドの形状異方性が不十分となり、量子ロッ
ドそのものの偏光発光性が低下する（すなわち、量子ドット同様、無偏光発光となる）ば
かりでなく、液晶化合物と共同的に配向する効果が著しく損なわれる。また、長軸の長さ
が１００ｎｍ超の場合、液晶化合物に分散できず相分離が起こり白濁する。
　量子ロッドの短軸の長さ（短軸方向の長さ）は特に制限されないが、波長変換フィルム
中での量子ロッドの配向性がより優れる点で、２～１０ｎｍが好ましく、２～７ｎｍがよ
り好ましい。
　なお、量子ロッドの長軸とは、顕微鏡（例えば、透過型電子顕微鏡）観察して得られる
量子ロッドの二次元像において、量子ロッドを横切る線分が最も長くなる線分のことをい
う。短軸とは、長軸に直交し、かつ量子ロッドを横切る線分が最も長くなる線分のことを
いう。
　また、上記長軸の長さは平均値であり、任意に選択した２０個以上の量子ロッドの長軸
の長さを顕微鏡（例えば、透過型電子顕微鏡）にて測定して、それらを算術平均した値で
ある。
　さらに、上記短軸の長さは平均値であり、任意に選択した２０個以上の量子ロッドの短
軸の長さを顕微鏡（例えば、透過型電子顕微鏡）にて測定して、それらを算術平均した値
である。
【００１６】
　量子ロッドのアスペクト比（量子ロッドの長軸／量子ロッドの短軸）は４～２０であり
、本発明の効果がより優れる点で、４～１５が好ましく、４～１０がより好ましい。
　アスペクト比が４未満の場合、量子ロッドの形状異方性が不十分となり、量子ロッドそ
のものの偏光発光性が低下する（すなわち、量子ドット同様、無偏光発光となる）ばかり
でなく、液晶と共同的に配向する効果が著しく損なわれる。一方、アスペクト比が２０超
の場合、液晶化合物に分散できず相分離が起こり白濁する。
　なお、上記アスペクト比は平均値であり、任意に選択した２０個以上の量子ロッドのア
スペクト比を顕微鏡（例えば、透過型電子顕微鏡）にて測定して、それらを算術平均した
値である。
【００１７】
　量子ロッドの形状は一方向に延在する形状（ロッド状）であればよく、いわゆる円柱状
、四角柱状（好ましくは、直方体形状）、三角柱状、六角柱状などであってもよい。
【００１８】
　量子ロッドを構成する材料は特に制限されず、通常、半導体で構成され、例えば、ＩＩ
－ＶＩ半導体、ＩＩＩ－Ｖ半導体、ＩＶ－ＶＩ半導体、または、これらの組み合わせが挙
げられる。より具体的には、ＣｄＳ、ＣｄＳｅ、ＣｄＴｅ、ＺｎＳ、ＺｎＳｅ、ＺｎＳｅ
Ｓ、ＺｎＴｅ、ＺｎＯ、ＧａＡｓ、ＧａＰ、ＧａＡｓ、ＧａＳｂ、ＨｇＳ、ＨｇＳｅ、Ｈ



(8) JP 6353410 B2 2018.7.4

10

20

30

40

50

ｇＴｅ、ＩｎＡｓ、ＩｎＰ、ＩｎＳｂ、ＡｌＡｓ、ＡｌＰ、ＡｌＳｂ、ＣｕＳ、Ｃｕ２Ｓ
、Ｃｕ２Ｓｅ、ＣｕＩｎＳ、ＣｕＩｎＳ２、ＣｕＩｎＳｅ２、Ｃｕ２（ＺｎＳｎ）Ｓ４、
Ｃｕ２（ＩｎＧａ）Ｓ４、これらのＴｉＯ２合金、およびこれらの混合物から選択され得
る。
　本発明の量子ロッドは、好ましくは、ＣｄＳ、ＣｄＳｅ、ＺｎＳ、ＺｎＳｅ、ＩｎＰ、
ＣｕＳ、ＣｕＩｎＳである。
【００１９】
　量子ロッドは、単一成分からなる量子ロッドであってもよいし、第一の半導体のコアお
よび第二の半導体のシェルを備えたコア／シェル型の量子ロッドでもよい。また、コア／
多重シェル型の量子ロッドでもよく、シェルが段階的な組成のコア／シェル構成となって
いる量子ロッドも使用可能である。
【００２０】
　量子ロッドの表面には必要に応じて配位子が配位していてもよい。配位子としては、例
えば、トリオクチルホスフィン酸化物（ＴＯＰＯ，Ｔｒｉｏｃｔｙｌｐｈｏｓｐｈｉｎｅ
 ｏｘｉｄｅ）、トリオクチルホスフィン（ＴＯＰ，Ｔｒｉｏｃｔｙｌｐｈｏｓｐｈｉｎ
ｅ）、トリブチルホスフィン（ＴＢＰ，Ｔｒｉｂｕｔｙｌｐｈｏｓｐｈｉｎｅ）等のホス
フィンおよびホスフィン酸化物；ドデシルホスホン酸（ＤＤＰＡ，Ｄｏｄｅｃｙｌｐｈｏ
ｓｐｈｏｎｉｃ ａｃｉｄ）、トリデシルホスホン酸（ＴＤＰＡ，Ｔｒｉｄｅｃｙｌｐｈ
ｏｓｐｈｏｎｉｃ ａｃｉｄ）、ヘキシルホスホン酸（ＨＰＡ，Ｈｅｘｙｌｐｈｏｓｐｈ
ｏｎｉｃ ａｃｉｄ）等のホスホン酸；ドデジルアミン（ＤＤＡ，Ｄｏｄｅｃｙｌ ａｍｉ
ｎｅ）、テトラデシルアミン（ＴＤＡ，Ｔｅｔｒａｄｅｃｙｌ ａｍｉｎｅ）、ヘキサデ
シルアミン（ＨＤＡ，Ｈｅｘａｄｅｃｙｌ ａｍｉｎｅ）、オクタデシルアミン（ＯＤＡ
，Ｏｃｔａｄｅｃｙｌ ａｍｉｎｅ）等のアミン；ヘキサデカンチオール、ヘキサンチオ
ール等のチオール；メルカプトプロピオン酸、メルカプトウンデカン酸等のメルカプトカ
ルボン酸が挙げられる。
【００２１】
　量子ロッドの具体的な態様としては、例えば、６００ｎｍ～６８０ｎｍの範囲の波長帯
域に発光中心波長を有し、半値幅が６０ｎｍ以下である量子ロッドＡ、５００ｎｍ～６０
０ｎｍの範囲の波長帯域に発光中心波長を有し、半値幅が６０ｎｍ以下である量子ロッド
Ｂ、および、４３０ｎｍ～４８０ｎｍの波長帯域に発光中心波長を有し、半値幅が６０ｎ
ｍ以下である量子ロッドＣなどが挙げられる。なお、「半値幅」とは、発光スペクトルの
発光ピークを１とした場合に、発光強度が０．５を示す波長の両端の波長差を意味する。
　量子ロッドＡは、励起光により励起され赤色光を発光し、量子ロッドＢは緑色光を、量
子ロッドＣは青色光を発光する。例えば、量子ロッドＡと量子ロッドＢを含む波長変換フ
ィルムへ励起光として青色光を入射させると、量子ロッドＡにより発光される赤色光、量
子ロッドＢにより発光される緑色光と、波長変換フィルムを透過した青色光により、白色
光を具現化することができる。または、量子ロッドＡ、Ｂ、およびＣを含む波長変換フィ
ルムに励起光として紫外光を入射させることにより、量子ロッドＡにより発光される赤色
光、量子ロッドＢにより発光される緑色光、および量子ロッドＣにより発光される青色光
により、白色光を具現化することができる。量子ロッドとしては、公知の方法により調製
されるものを、何ら制限なく用いることができる。量子ロッドの発光波長は、通常、粒子
の組成、サイズ、ならびに組成およびサイズにより調整することができる。
　なお、本明細書中、４３０～４８０ｎｍの波長帯域に発光中心波長を有する光を青色光
と呼び、５００～６００ｎｍの波長帯域に発光中心波長を有する光を緑色光と呼び、６０
０～６８０ｎｍの波長帯域に発光中心波長を有する光を赤色光と呼ぶ。
【００２２】
　本発明の組成物中における量子ロッドの含有量は特に制限されないが、波長変換フィル
ム中の量子ロッドの配向性および組成物の取り扱い性などの点で、組成物全質量に対して
、０．００１～１０質量％が好ましく、０．０１～１質量％がより好ましい。
　量子ロッドは、１種のみを用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
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　２種以上併用する場合は、発光の波長が異なる２種以上の量子ロッドを使用してもよい
。
　なお、複数種の量子ロッドを使用する場合は、その合計量が上記範囲であることが好ま
しい。
【００２３】
（重合性液晶化合物（重合性基を有する液晶化合物））
　重合性液晶化合物とは、重合性基を有し、特定温度条件で液晶状態（例えば、スメクチ
ック液晶相の液晶状態）を示す化合物である。後述するように、重合性液晶化合物を配向
させた状態で重合させることにより、波長変換フィルム中において所定の方向に配向した
液晶構造が固定化されると共に、波長変換フィルム中において量子ロッドの配向を保持す
ることができる。
　重合性液晶化合物としては、棒状の重合性液晶化合物であっても、円盤状の重合性液晶
化合物（ディスコティック液晶性分子）であってもよい。言い換えると、重合性基を有す
る棒状液晶化合物（重合性棒状液晶化合物）であっても、重合性基を有する円盤状液晶化
合物（重合性円盤状液晶化合物）であってもよい。
　重合性液晶化合物に含まれる重合性基の種類は特に制限されず、付加重合反応が可能な
官能基が好ましく、重合性エチレン性不飽和基または環重合性基が好ましい。より具体的
には、（メタ）アクリロイル基、ビニル基、スチリル基、アリル基などが好ましく挙げら
れ、（メタ）アクリロイル基がより好ましい。なお、（メタ）アクリロイル基とは、メタ
アクリロイル基およびアクリロイル基の両者を包含する概念である。
　重合性液晶化合物に含まれる重合性基の数は特に制限されないが、１つであっても、２
つ以上であってもよく、高温高湿環境下での量子ロッドの配向性がより維持されやすい点
で、２つ以上が好ましく、２～１０が好ましく、２～６がより好ましい。
【００２４】
　棒状液晶化合物としては、公知の棒状液晶化合物を使用でき、例えば、アゾメチン類、
アゾキシ類、シアノビフェニル類、シアノフェニルエステル類、安息香酸エステル類、シ
クロヘキサンカルボン酸フェニルエステル類、シアノフェニルシクロヘキサン類、シアノ
置換フェニルピリミジン類、アルコキシ置換フェニルピリミジン類、フェニルジオキサン
類、トラン類およびアルケニルシクロヘキシルベンゾニトリル類など棒状液晶化合物が挙
げられる。
　棒状液晶化合物については、季刊化学総説第２２巻液晶の化学（１９９４）日本化学会
編の第４章、第７章および第１１章、および液晶デバイスハンドブック日本学術振興会第
１４２委員会編の第３章に記載がある。
【００２５】
　円盤状（ディスコティック）液晶化合物としては、公知の円盤状（ディスコティック）
液晶化合物を使用でき、例えば、Ｍｏｌ．Ｃｒｙｓｔ．７１巻、１１１頁（１９８１年）
に記載されているベンゼン誘導体、Ｍｏｌ．Ｃｒｙｓｔ．１２２巻、１４１頁（１９８５
年）、Ｐｈｙｓｉｃｓ ｌｅｔｔ、Ａ、７８巻、８２頁（１９９０）に記載されているト
ルキセン誘導体、Ａｎｇｅｗ．Ｃｈｅｍ．９６巻、７０頁（１９８４年）に記載されたシ
クロヘキサン誘導体、Ｊ．Ｃｈｅｍ．Ｃｏｍｍｕｎ．１７９４頁（１９８５年）、Ｊ．Ａ
ｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．１１６巻、２６５５頁（１９９４年）に記載されているアザクラ
ウン系やフェニルアセチレン系マクロサイクルなどが挙げられる。
　円盤状液晶化合物としては、分子中心の母核に対して、直鎖のアルキル基、アルコキシ
基、置換ベンゾイルオキシ基が母核の側鎖として放射線状に置換した構造である液晶性を
示す化合物も含まれる。
　なお、重合性基を有する円盤状液晶化合物は、円盤状液晶化合物の円盤状コアに、置換
基として重合性基が結合しており、円盤状コアと重合性基は連結基を介して結合すること
ができる。
【００２６】
　重合性液晶化合物の分子長軸（Ｌｐ）の長さ（分子長）は特に制限されないが、重合性
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液晶化合物の配向性がより優れると共に、波長変換フィルムの偏光発光性がより優れる点
で、２～１０ｎｍが好ましく、３～６ｎｍがより好ましい。
　重合性液晶化合物の分子長軸（Ｌｐ）の長さが２ｎｍ以上であれば、量子ロッドに対す
る配向アンカリングが機能しやすく、重合性液晶化合物の分子長軸（Ｌｐ）の長さが１０
ｎｍ以下であれば、重合性液晶化合物が配向しやすい粘度となりやすい。
　重合性液晶化合物における分子長軸は、コンピューターを用いた密度汎関数計算によっ
て算出することができる。すなわち、密度汎関数計算によって分子の最適化構造を得て、
得られた分子構造中の任意の２原子間距離のうち、最も距離の長い２原子同士を結んだ軸
を分子長軸とする。上記における分子構造の構築にあたっては、ＧａｕｓＶｉｅｗ３．０
（商品名、Ｇａｕｓｓａｉｎ Ｉｎｃ．社製）を用いる。分子構造の最適化に用いるプロ
グラムとしては、Ｇａｕｓｓｉａｎ０３ Ｒｅｖ．Ｄ．０２（商品名、Ｇａｕｓｓａｉｎ 
Ｉｎｃ．社製）を用い、基底関数としてＢ３ＬＹＰ／６－３１Ｇ（ｄ）を用い、収束条件
はデフォルト値を用いる。
【００２７】
　なお、本発明の効果がより優れる点で、重合性液晶化合物としては、量子ロッドの長軸
との間で以下式（１）（好ましくは、式（２））を満足する重合性液晶化合物Ｘが含まれ
ることが好ましい。つまり、重合性液晶化合物Ｘが、重合性液晶化合物として使用されて
もよい。なお、後述するように、重合性液晶化合物としては、２種以上を併用してもよく
、例えば、以下の式（１）を満足する重合性液晶化合物Ｘと、以下の式（１）を満足しな
い重合性液晶化合物とが併用されていてもよい。
　式（１）　　　２≦Ｌｑ／Ｌｐ≦１０
　式（２）　　　４≦Ｌｑ／Ｌｐ≦８
　式（１）中、Ｌｑは量子ロッドの長軸の長さを表し、Ｌｐは重合性液晶化合物Ｘの分子
長軸の長さを表す。
【００２８】
　なお、重合性液晶化合物は、１種のみを用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
なかでも、本発明の効果がより優れる点で、本発明の組成物には、重合性基を１つ有する
液晶化合物、および、重合性基を２つ有する液晶化合物からなる群から選択される少なく
とも１種が含まれることが好ましく、２種以上が含まれていてもよい。
【００２９】
　なお、本発明の効果がより優れる点で、重合性液晶化合物には、量子ロッドに吸着する
基が含まれていてもよい。つまり、量子ロッドに吸着する基を有する重合性液晶化合物が
使用されてもよく、このような重合性液晶化合物は量子ロッドの配位子としても機能する
。
　量子ロッドに吸着する基としては、ホスフィンオキサイド基、ホスフィン基、ホスホン
酸基、アミノ基、メルカプト基、および、カルボキシル基からなる群から選択されること
が特に好ましい。
【００３０】
　本発明の組成物中における重合性液晶化合物の含有量は特に制限されないが、波長変換
フィルム中での量子ロッドの配向性および組成物の取り扱い性などの点で、組成物全質量
に対して、５～５０質量％が好ましく、１０～５０質量％がより好ましい。
　複数種の重合性液晶化合物を使用する場合は、その合計量が上記範囲であることが好ま
しい。
　また、組成物中における量子ロッドと重合性液晶化合物との質量比は特に制限されない
が、本発明の効果がより優れる点で、組成物中において、量子ロッドの含有量が、重合性
液晶化合物１００質量部に対して、０．００５～１０質量部であることが好ましく、０．
０１～１質量部であることがより好ましい。
【００３１】
（その他の成分）
　本発明の組成物には、上述した量子ロッドおよび重合性液晶化合物以外の他の成分が含
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まれていてもよい。例えば、重合性液晶化合物とは異なる重合性基を有するモノマー、重
合開始剤、溶媒、界面活性剤などが挙げられる。
　以下、組成物に加えてもよい任意成分について詳述する。
【００３２】
（重合性モノマー（重合性基を有するモノマー）
　本発明の組成物には、上述した重合性液晶化合物とは異なる重合性基を有するモノマー
が含まれていてもよい。言い換えると、重合性基を有し、液晶構造を有さない単量体（モ
ノマー）が含まれていてもよい。
　重合性基の種類は特に制限されず、上述した重合性液晶化合物に含まれる重合性基の例
が挙げられる。
　重合性モノマーとしては、重合性基を１つ有する単官能モノマーであっても、重合性基
を２つ以上有する多官能モノマーであってもよい。
　重合性モノマーには、重合性基以外の各種官能基（例えば、ボロン酸基）が含まれてい
てもよい。
【００３３】
　重合性モノマーの好適態様の一つとしては、本発明の効果がより優れる点で、炭素数４
～３０の長鎖アルキル基を有するモノマーが好ましい。なお、長鎖アルキル基の炭素数は
、１２～２２であることが好ましい。
　上記重合性モノマーとしては、炭素数４～３０の長鎖アルキル基を有する、単官能（メ
タ）アクリレートモノマーまたは単官能（メタ）アクリルアミドモノマーが好ましく、具
体的には、ブチル（メタ）アクリレート、オクチル（メタ）アクリレート、ラウリル（メ
タ）アクリレート、オレイル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート、
ベヘニル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリルアミド、オクチル（メタ）アク
リルアミド、ラウリル（メタ）アクリルアミド、オレイル（メタ）アクリルアミド、ステ
アリル（メタ）アクリルアミド、ベヘニル（メタ）アクリルアミドが挙げられる。なかで
も、ラウリル（メタ）アクリレート、オレイル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ
）アクリレートが特に好ましい。
【００３４】
　本発明の組成物中における重合性モノマーの含有量は特に制限されないが、本発明の効
果がより優れる点で、重合性液晶化合物１００質量部に対して、１～４０質量部が好まし
く、５～３０質量部がより好ましい。
【００３５】
（重合開始剤）
　組成物には、重合開始剤が含まれていてもよい。使用される重合開始剤は、重合反応の
形式に応じて選択され、例えば、熱重合開始剤、光重合開始剤が挙げられる。例えば、光
重合開始剤の例としては、α－カルボニル化合物、アシロインエーテル、α－炭化水素置
換芳香族アシロイン化合物、多核キノン化合物、または、トリアリールイミダゾールダイ
マーとｐ－アミノフェニルケトンとの組み合わせなどが挙げられる。
　本発明の組成物中における重合開始剤の含有量は特に制限されないが、本発明の効果が
より優れる点で、重合性液晶化合物および重合性モノマーの合計量１００質量部に対して
、０．１～１０質量部が好ましく、０．２～８質量部がより好ましい。
【００３６】
（溶媒）
　組成物には溶媒が含まれていてもよく、有機溶媒が好ましく用いられる。有機溶媒の例
には、アミド（例、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド）、スルホキシド（例、ジメチルスル
ホキシド）、ヘテロ環化合物（例、ピリジン）、炭化水素（例、ベンゼン、ヘキサン）、
アルキルハライド（例、クロロホルム、ジクロロメタン）、エステル（例、酢酸メチル、
酢酸エチル、酢酸ブチル）、ケトン（例、アセトン、メチルエチルケトン）、エーテル（
例、テトラヒドロフラン、１，２－ジメトキシエタン）が挙げられる。
【００３７】
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（界面活性剤）
　組成物には、塗工膜の均一性、膜の強度の点から、界面活性剤が含まれていてもよい。
界面活性剤としては、従来公知の化合物が挙げられるが、特にフッ素系化合物が好ましい
。具体的には、例えば特開２００１－３３０７２５号公報の段落［００２８］～［００５
６］に記載の化合物、特願２００３－２９５２１２号明細書の段落［００６９］～［０１
２６］に記載の化合物が挙げられる。
【００３８】
　さらに、組成物には、上記成分以外に、配向剤、密着改良剤、可塑剤、ポリマーなどが
含まれていてもよい。
【００３９】
＜波長変換フィルムおよびその製造方法＞
　上述した組成物を用いることにより、本発明の波長変換フィルムを製造することができ
る。以下では、まず、上記組成物を用いた波長変換フィルム製造方法の一態様を詳述し、
その後、波長変換フィルムの構成について詳述する。
【００４０】
［製造方法の第１実施形態］
　上記組成物を用いた波長変換フィルムの製造方法の第１実施形態としては、支持体表面
をラビング処理する工程Ａと、上記組成物を支持体上に塗布する工程Ｂと、重合性液晶化
合物を配向させた後、重合させ、波長変換フィルムを形成する工程Ｃとを備える方法が挙
げられる。以下、各工程の手順について詳述する。
【００４１】
（工程Ａ：ラビング処理工程）
　工程Ａは、支持体表面をラビング処理する工程である。本工程を実施することにより、
支持体上に塗布される重合性液晶化合物の配向方向を制御することができる。なお、支持
体表面上がすでに所望の表面状態であれば、工程Ａは実施しなくてもよい。
　ラビング処理の方法は特に制限されず、公知の方法を採用できる。例えば、支持体の表
面を、紙、ガーゼ、フェルト、ゴム、ナイロン、ポリエステル繊維などを用いて一定方向
に擦ることにより、配向を得る方法を用いることができる。一般的には、長さおよび太さ
が均一な繊維を平均的に植毛した布などを用いて数回程度ラビングを行うことにより実施
される。なお、ラビング処理の一般的な方法については、例えば、「液晶便覧」（丸善社
発行、平成１２年１０月３０日）に記載されている。
　また、ラビング処理の際の条件としては、特開２００３－３２９８３３号公報の記載を
参照することもできる。
【００４２】
　本工程で使用される支持体の種類は特に制限されず、上記組成物を支持できる基板であ
ればよく、例えば、樹脂基板（セルロース、環状オレフィン、アクリル、ポリカーボネー
ト、ポリエステル、または、ポリビニルアルコールなどを含む透明支持体）が挙げられる
。
　また、後述するバリアフィルムを支持体として用いてもよい。バリアフィルムを用いる
場合は、バリアフィルム中に含まれる有機層に対して、ラビング処理を施すことが好まし
い。
【００４３】
（工程Ｂ：塗布工程）
　工程Ｂは、上記工程Ａの後に、ラビング処理を施した支持体表面に上述した重合性液晶
組成物を塗布する工程である。本工程を実施することにより、後述する工程Ｃによって波
長変換フィルムとなる塗膜（前駆体膜）が支持体上に配置される。
　組成物の塗布方法としては、カーテンコーティング法、ディップコーティング法、スピ
ンコーティング法、印刷コーティング法、スプレーコーティング法、スロットコーティン
グ法、ロールコーティング法、スライドコーティング法、ブレードコーティング法、グラ
ビアコーティング法、ワイヤーバー法等の公知の塗布方法が挙げられる。



(13) JP 6353410 B2 2018.7.4

10

20

30

40

50

　なお、塗布後、必要に応じて、溶媒除去のために乾燥処理を施してもよい。
【００４４】
（工程Ｃ：配向固定工程）
　工程Ｃは、工程Ｂにて得られた支持体上の重合性液晶組成物中の重合性液晶化合物を配
向させた後、配向状態を重合により固定させて、波長変換フィルムを形成する工程である
。
　支持体上の重合性液晶組成物（重合性液晶組成物の塗膜）中の重合性液晶化合物を配向
させる方法は特に制限されず、加熱処理などが挙げられる。特に、重合性液晶化合物の相
転移温度以上まで加熱する方法が好ましく挙げられる。また、上記加熱処理を実施した後
、必要に応じて、配向状態を維持するために、冷却処理を実施してもよい。
　なお、上記工程Ｂにて実施した塗布によって、すでに所定の重合性液晶化合物の配向が
達成されている場合は、加熱処理の実施は不要である。
【００４５】
　重合性液晶化合物が配向する際に、重合性液晶化合物中に分散している量子ロッドも共
同的に配向し、結果として、組成物（塗膜）中において複数の量子ロッドが一方向に配向
した状態が形成される。
　重合性液晶化合物の好適な配向状態としては、重合性棒状液晶化合物を使用する場合、
重合性棒状液晶化合物を水平配向させるのが好ましい。なお、本明細書において「水平配
向」とは、棒状液晶化合物の分子長軸方向と塗膜面（層面）とが平行であることをいう。
「平行」とは、厳密に平行であることを要求するものではなく、棒状液晶化合物の分子長
軸方向と塗膜面（層面）とのなす傾斜角が２０°以下の配向を意味するものとする。傾斜
角は０～５°が好ましく、０～３°がより好ましく、０～２°がさらに好ましく、０～１
°が最も好ましい。なお、上記水平配向を達成するためには、重合性棒状液晶化合物はネ
マチック液晶化合物であってもスメクチック液晶化合物であってもよいが、高い配向度が
得られるため、スメクチック液晶化合物であることが好ましい。
　上記のように重合性棒状液晶化合物が水平配向している場合、量子ロッドも重合性棒状
液晶化合物と共同的に水平配向となることが好ましい。なお、「水平配向」とは、量子ロ
ッドの長軸方向と塗膜面（層面）が平行であることをいう。「平行」とは、厳密に平行で
あることを要求するものではなく、量子ロッドの長軸方向と塗膜面（層面）とのなす傾斜
角が２０°以下の配向を意味するものとする。傾斜角は０～５°が好ましく、０～３°が
より好ましく、０～２°がさらに好ましく、０～１°が最も好ましい。
【００４６】
　また、重合性液晶化合物として重合性ディスコティック液晶化合物を使用する場合、重
合性ディスコティック液晶化合物を垂直配向させるのが好ましい。なお、本明細書におい
て「垂直配向」とは、ディスコティック液晶化合物の円盤面と塗膜面（層面）とが垂直で
あることをいう。「垂直」とは、厳密に垂直であることを要求するものではなく、ディス
コティック液晶化合物の円盤面と塗膜面（層面）とのなす傾斜角が７０°以上の配向を意
味するものとする。傾斜角は８５～９０°が好ましく、８７～９０°がより好ましく、８
８～９０°がさらに好ましく、８９～９０°が最も好ましい。
　上記のように重合性ディスコティック液晶化合物が垂直配向している場合、垂直配向し
た重合性ディスコティック液晶化合物の円盤部分が形成するカラムとカラムの間に、量子
ロッドが挿入される形で水平配向することが好ましい。重合性ディスコティック液晶化合
物はネマチック液晶化合物でもカラムナー液晶化合物であってもよいが、カラムを容易に
形成するという観点からカラムナー液晶化合物であることが特に好ましい。
【００４７】
　重合性液晶化合物を配向させた塗膜（以後、「光学異方性層」とも称する）において、
光学異方性層の一方の面におけるチルト角（液晶化合物における物理的な対象軸が光学異
方性層の界面となす角度をチルト角とする）θ１および他方の面のチルト角θ２を、直接
的にかつ正確に測定することは困難である。そこで本明細書においては、θ１およびθ２
は、以下の手法で算出する。本手法は本発明の実際の配向状態を正確に表現していないが
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、光学異方性層のもつ一部の光学特性の相対関係を表す手段として有効である。
　本手法では算出を容易にすべく、下記の２点を仮定し、光学異方性層の２つの界面にお
けるチルト角とする。
１．光学異方性層は重合性液晶化合物を含む層で構成された多層体と仮定する。さらに、
それを構成する最小単位の層（重合性液晶化合物のチルト角は層内において一様と仮定）
は光学的に一軸と仮定する。
２．各層のチルト角は光学異方性層の厚み方向に沿って一次関数で単調に変化すると仮定
する。
　具体的な算出法は下記のとおりである。
（１）各層のチルト角が光学異方性層の厚み方向に沿って一次関数で単調に変化する面内
で、光学異方性層への測定光の入射角を変化させ、３つ以上の測定角でレターデーション
値を測定する。測定および計算を簡便にするためには、光学異方性層に対する法線方向を
０°とし、－４０°、０°、＋４０°の３つの測定角でレターデーション値を測定するこ
とが好ましい。このような測定は、ＫＯＢＲＡ－２１ＡＤＨおよびＫＯＢＲＡ－ＷＲ（王
子計測器（株）製）、透過型のエリプソメータＡＥＰ－１００（（株）島津製作所製）、
Ｍ１５０およびＭ５２０（日本分光（株）製）、ＡＢＲ１０Ａ（ユニオプト（株）製）で
行うことができる。
（２）上記のモデルにおいて、各層の常光の屈折率をｎｏ、異常光の屈折率をｎｅ（ｎｅ
は各々すべての層において同じ値、ｎｏも同様とする）、および、多層体全体の厚みをｄ
とする。さらに各層におけるチルト方向とその層の一軸の光軸方向とは一致するとの仮定
の元に、光学異方性層のレターデーション値の角度依存性の計算が測定値に一致するよう
に、光学異方性層の一方の面におけるチルト角θ１および他方の面のチルト角θ２を変数
としてフィッティングを行い、θ１およびθ２を算出する。
　ここで、ｎｏおよびｎｅは文献値、カタログ値等の既知の値を用いることができる。値
が未知の場合はアッベ屈折計を用いて測定することもできる。光学異方性層の厚みは、光
学干渉膜厚計、走査型電子顕微鏡の断面写真等により測定することができる。
【００４８】
　上述したように、塗膜中において重合性液晶化合物の種類によってその配向特性は異な
るが、重合性液晶化合物の遅相軸と量子ロッドの長軸とは平行となることが好ましい。平
行とは、厳密に平行であることを要求するものではなく、重合性液晶化合物の遅相軸と量
子ロッドの長軸とのなす角が２０°以下を意味するものとする。上記角は０～５°が好ま
しく、０～３°がより好ましく、０～２°がさらに好ましく、０～１°が最も好ましい。
【００４９】
　重合性液晶化合物の配向状態を固定する方法としては、重合性液晶化合物中の重合性基
の重合を進行させることによって実施されることが好ましい。重合を進行させる手順は特
に制限されず、加熱処理または光照射処理（紫外線照射、電子線照射など）が挙げられ、
光照射処理が好ましい。
　加熱処理が実施される場合は、９０～１５０℃で１０～１２０分時間加熱処理を実施す
ることが好ましい。
　光照射には、紫外線を用いることが好ましい。照射エネルギーは、１０ｍＪ／ｃｍ2～
５０Ｊ／ｃｍ2であることが好ましい。光重合反応を促進するため、加熱条件下で光照射
を実施してもよい。
【００５０】
　上記処理を実施することにより、重合性液晶化合物中の重合性基間での反応が進行し、
重合性液晶化合物が配向した状態で固定される。
【００５１】
［製造方法の第２実施形態］
　上記組成物を用いた波長変換フィルムの製造方法の第２実施形態としては、支持体上に
、配向処理が施された配向膜を形成する工程Ｄと、上記組成物を配向膜上に塗布する工程
Ｅと、重合性液晶化合物を配向させた後、重合させ、波長変換フィルムを形成する工程Ｆ
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とを備える方法が挙げられる。
　この第２実施形態と、上述した第１実施形態とを比較すると、第２実施形態において配
向膜を使用している点以外は、同様の手順が実施される。より具体的には、第２実施形態
の工程Ｅと第１実施形態の工程Ｂとは同様の手順が実施され、第２実施形態の工程Ｆと第
１実施形態の工程Ｃとは同様の手順が実施される。そこで、以下では、主に、上記工程Ｄ
について詳述する。
【００５２】
（工程Ｄ：配向膜形成工程）
　工程Ｄは、支持体上に、配向処理が施された配向膜を形成する工程である。本工程を実
施することにより、重合性液晶組成物が塗布される配向膜が形成される。
　配向処理が施された配向膜の種類は特に制限されず、例えば、ラビング処理が施された
配向膜や、光配向処理が施された光配向膜が挙げられる。
　ラビング処理が施された配向膜とは、ラビング処理によって、液晶化合物の配向規制能
を有するように処理された膜である。ラビング処理の方法としては、上述した工程Ａで説
明した方法が挙げられる。配向膜を構成する材料としては、公知の材料を使用することが
でき、例えば、ポリビニルアルコールまたはポリイミド、および、その誘導体が好ましい
。特に、変性または未変性のポリビニルアルコールが好ましい。ポリビニルアルコールは
、種々の鹸化度のものが存在する。
　また、光配向処理が施された光配向膜とは、光配向処理によって、液晶化合物の配向規
制能を有するように処理された膜である。光配向膜は、光の吸収により液晶配向能を生じ
る基（光配向性基）を有する化合物を含有する、液晶配向能を有する膜である。また、光
配向処理とは、光配向膜中に含まれる光配向性基に対して光を照射して、一定の方向に配
列させ、液晶配向能を付与する処理である。光配向処理の一つの方法としては、偏光を光
配向膜に照射する方法が挙げられる。また、光配向処理の他の方法としては、斜め方向か
ら非偏光（無偏光の光）を光配向膜に照射する方法が挙げられる。
【００５３】
［波長変換フィルム］
　上述した製造方法によって、所定の特性を示す波長変換フィルムが得られる。波長変換
フィルム中においては、量子ロッドが所定の方向に配向した状態で固定されており、優れ
た偏光発光性を示すと共に、高温高湿環境下に放置する耐久試験を実施した後においても
優れた偏光発光性を示す。波長変換フィルムは、後述するように、液晶表示装置のバック
ライトユニットの構成部材として好適に使用することができる。
　波長変換フィルムのより具体的な態様としては、架橋構造を有する高分子マトリックス
と、高分子マトリックス中に分散した量子ロッドとを含み、高分子マトリックスが、部分
構造として液晶構造を含む繰り返し単位を有し、液晶構造は配向した状態で固定されてお
り、量子ロッドの長軸が一方向と平行となるように量子ロッドが配向している波長変換フ
ィルムが挙げられる。
【００５４】
　高分子マトリックスは、上述した重合性液晶化合物が重合して得られるマトリックスで
あり、例えば、２つ以上の重合性基を有する重合性液晶化合物を重合させることにより形
成される、架橋構造を有する３次元マトリックスが挙げられる。高分子マトリックスには
、重合性液晶化合物由来の液晶構造が含まれる。つまり、部分構造として液晶構造を有す
る繰り返し単位が高分子マトリックスに含まれる。また、上述したように重合性液晶化合
物を配向させた状態で重合するため、液晶構造は所定の方向に配向した状態で固定されて
いる。
　なお、液晶構造（液晶分子構造）とは、液晶性を示す構造部分を意図し、上述した組成
物中に含まれる重合性液晶化合物中に含まれる液晶性を示す部分構造が挙げられる。
【００５５】
　重合性液晶化合物として重合性棒状液晶化合物を使用する場合、高分子マトリックス中
の液晶構造（棒状液晶構造）は水平配向していることが好ましい。なお、水平配向とは、
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液晶構造の分子長軸方向と波長変換フィルム表面とが平行であることを意図する。「平行
」とは、厳密に平行であることを要求するものではなく、液晶構造の長軸方向と波長変換
フィルム表面とのなす傾斜角が２０°以下の配向を意味するものとする。傾斜角は０～５
°が好ましく、０～３°がより好ましく、０～２°がさらに好ましく、０～１°が最も好
ましい。
　重合性液晶化合物として重合性ディスコティック液晶化合物を使用する場合、高分子マ
トリックス中の液晶構造（ディスコティック液晶構造）は垂直配向していることが好まし
い。なお、「垂直配向」とは、ディスコティック液晶構造の円盤面と波長変換フィルム表
面とが垂直であることをいう。「垂直」とは、厳密に垂直であることを要求するものでは
なく、ディスコティック液晶構造の円盤面と波長変換フィルム表面とのなす傾斜角が７０
°以上の配向を意味するものとする。傾斜角は８５～９０°が好ましく、８７～９０°が
より好ましく、８８～９０°がさらに好ましく、８９～９０°が最も好ましい。
【００５６】
　高分子マトリックス中に分散している量子ロッドは、重合性液晶化合物の配向と共に所
定の方向に配向し、固定化されている。つまり、量子ロッドの長軸が一方向と平行になる
ように量子ロッドが配向している。
　例えば、上述したように、高分子マトリックス中の液晶構造（棒状液晶構造）が水平配
向している場合、量子ロッドも液晶構造と共同的に水平配向となることが好ましい。なお
、「水平配向」とは、量子ロッドの長軸方向と波長変換フィルム表面とが平行であること
をいう。「平行」とは、厳密に平行であることを要求するものではなく、量子ロッドの長
軸方向と波長変換フィルム表面とのなす傾斜角が２０°以下の配向を意味するものとする
。傾斜角は０～５°が好ましく、０～３°がより好ましく、０～２°がさらに好ましく、
０～１°が最も好ましい。
　なお、本発明の効果を損なわない範囲で、配向していない量子ロッドが含まれていても
よい。
【００５７】
＜波長変換部材＞
　上記波長変換フィルムは、他の部材と積層することにより、波長変換部材として使用で
きる。
　例えば、波長変換部材の一実施形態としては、波長変換フィルムと、波長変換フィルム
の少なくとも一方の表面上に配置された支持体とを備える波長変換部材が挙げられる。な
お、支持体は、波長変換フィルムの両面に配置されていてもよい。
　支持体の種類としては、上述したように、樹脂基板が挙げられる。なかでも、波長変換
フィルムの発光特性の酸素阻害がより抑制できる点で、酸素透過度が５０ｃｍ３／（ｍ2

・ｄａｙ・ａｔｍ）以下である支持体が好ましく挙げられる。なかでも、支持体の酸素透
過度は、１０ｃｍ３／（ｍ2・ｄａｙ・ａｔｍ）以下が好ましく、１ｃｍ３／（ｍ2・ｄａ
ｙ・ａｔｍ）以下がより好ましい。
　上記酸素透過度は、ＪＩＳ Ｋ ７１２６（差圧法）に準じた方法にて行う。具体的には
、測定温度２３℃、相対湿度９０％の条件下で、酸素ガス透過率測定装置（ＭＯＣＯＮ社
製、ＯＸ－ＴＲＡＮ ２／２０：商品名）を用いて測定した値である。
【００５８】
　支持体として、いわゆるバリアフィルムを好適に使用できる。バリアフィルムは酸素を
遮断するガスバリア機能を有する層である。バリアフィルムが、水蒸気を遮断する機能を
有していることも好ましい。
　バリアフィルムは、波長変換フィルムに隣接してまたは直接接する層として波長変換部
材に含まれることが好ましい。また、バリアフィルムは、波長変換部材中に1つまたは２
つ以上含まれていてもよく、波長変換部材は、バリアフィルム、波長変換フィルム、バリ
アフィルムがこの順で積層された構造を有していることが好ましい。
【００５９】
　バリアフィルムとしては、公知のいずれのバリアフィルムであってもよく、例えば以下
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に説明するバリアフィルムであってもよい。
　バリアフィルムは少なくとも無機層を含んでいることが好ましく、基材フィルムおよび
無機層を含むフィルムであってもよい。バリアフィルムは、基材フィルム上に少なくとも
１層の無機層と、少なくとも１層の有機層とを含むバリア積層体を含むものであってもよ
い。このように複数の層を積層することは、より一層バリア性を高めることができるため
、好ましい。他方、積層する層の数が増えるほど、波長変換部材の光透過率は低下する傾
向があるため、良好な光透過率を維持し得る範囲で、積層数を増やすことが望ましい。具
体的には、バリアフィルムは、可視光領域における全光線透過率が８０％以上であり、か
つ、酸素透過度が１．００ｃｍ３／（ｍ２・ｄａｙ・ａｔｍ）以下であることが好ましい
。ここで、酸素透過度の測定方法は、上述の通りである。また、可視光領域とは、３８０
～７８０ｎｍの波長領域をいうものとし、全光線透過率とは、可視光領域にわたる光透過
率の平均値を示す。
【００６０】
　「無機層」とは、無機材料を主成分とする層であり、好ましくは無機材料のみから形成
される層である。これに対し、有機層とは、有機材料を主成分とする層であって、有機材
料の含有量が５０質量％以上である層を意図し、８０質量％以上が好ましく、９０質量％
以上がより好ましい。
　無機層を構成する無機材料としては、特に限定されるものではなく、金属酸化物、金属
窒化物、金属炭化物、金属酸化窒化物または金属酸化炭化物であり、Ｓｉ、Ａｌ、Ｉｎ、
Ｓｎ、Ｚｎ、Ｔｉ、Ｃｕ、Ｃｅ、またはＴａ等から選ばれる１種以上の金属を含む酸化物
、窒化物、炭化物、酸化窒化物、酸化炭化物などを好ましく用いることができる。これら
の中でも、Ｓｉ、Ａｌ、Ｉｎ、Ｓｎ、Ｚｎ、Ｔｉから選ばれる金属の酸化物、窒化物、酸
化窒化物または炭化物が好ましく、特にＳｉまたはＡｌの金属酸化物、窒化物、酸化窒化
物または炭化物がより好ましく、ケイ素酸化物、ケイ素窒化物、ケイ素炭化物、および、
アルミニウム酸化物のいずれか１つを含むことが特に好ましく、ケイ素窒化物であること
がより特に好ましい。
　無機層の形成方法としては、特に限定されず、例えば成膜材料を蒸発または飛散させ被
蒸着面に堆積させることができる各種成膜方法を用いることができる。
　無機層の厚さは、１～５００ｎｍが好ましく、５～３００ｎｍがより好ましく、１０～
１５０ｎｍがさらに好ましい。
【００６１】
　「有機層」としては、特開２００７－２９０３６９号公報の段落００２０～００４２、
特開２００５－０９６１０８号公報の段落００７４～０１０５を参照できる。なお有機層
は、カルドポリマーを含むことが好ましい。これにより、有機層と隣接する層との密着性
、特に、無機層とも密着性が良好になり、より一層優れたガスバリア性を実現することが
できるからである。
　有機層の膜厚は、０．０５～１０μｍが好ましく、０．５～１０μｍがより好ましい。
【００６２】
＜バックライトユニット、液晶表示装置＞
　上記波長変換部材は、バックライトユニットの構成部材として使用することができる。
　バックライトユニットは、少なくとも、上記波長変換部材とともに、光源を含む。
　光源として、４３０ｎｍ～４８０ｎｍの波長帯域に発光中心波長を有する青色光を発光
するもの、例えば、青色光を発光する青色発光ダイオードを用いることができる。青色光
を発光する光源を用いる場合、波長変換フィルムには、少なくとも、励起光により励起さ
れ赤色光を発光する量子ロッドＡと、緑色光を発光する量子トッドＢが含まれることが好
ましい。これにより、光源から発光され波長変換部材を透過した青色光と、波長変換部材
から発光される赤色光および緑色光により、白色光を具現化することができる。
　または他の態様では、光源として、３００ｎｍ～４３０ｎｍの波長帯域に発光中心波長
を有する紫外光を発光するもの、例えば、紫外線発光ダイオードを用いることができる。
この場合、波長変換フィルムには、量子ロッドＡ、Ｂとともに、励起光により励起され青
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色光を発光する量子ロッドＣが含まれることが好ましい。これにより、波長変換部材から
発光される赤色光、緑色光および青色光により、白色光を具現化することができる。
　また他の態様では、発光ダイオードに替えてレーザー光源を使用することもできる。
【００６３】
　バックライトユニットの構成としては、導光板や反射板などを構成部材とするエッジラ
イト方式であることができる。バックライトユニットが導光板を有する場合、波長変換部
材は導光板から出射される光の経路上に配置される。導光板としては、公知のものを何ら
制限なく使用することができる。
　また、バックライトユニットは、光源の後部に、反射部材を備えることもできる。この
ような反射部材としては特に制限は無く、公知のものを用いることができ、特許３４１６
３０２号、特許３３６３５６５号、特許４０９１９７８号、特許３４４８６２６号などに
記載されており、これらの公報の内容は本発明に組み込まれる。
　バックライトユニットは、その他、公知の拡散板や拡散シート、プリズムシート（例え
ば、住友スリーエム社製ＢＥＦシリーズなど）、導光器を備えていることも好ましい。そ
の他の部材についても、特許３４１６３０２号、特許３３６３５６５号、特許４０９１９
７８号、特許３４４８６２６号などに記載されており、これらの公報の内容は本発明に組
み込まれる。
【００６４】
　上述のバックライトユニットは液晶表示装置に応用することができる。液晶表示装置は
上述のバックライトユニットと液晶セルとを少なくとも含む構成とすればよい。
　液晶セルの駆動モードについては特に制限はなく、ツイステットネマチック（ＴＮ）、
スーパーツイステットネマチック（ＳＴＮ）、バーティカルアライメント（ＶＡ）、イン
プレインスイッチング（ＩＰＳ）、オプティカリーコンペンセイテットベンドセル（ＯＣ
Ｂ）等の種々のモードを利用することができる。液晶セルは、ＶＡモード、ＯＣＢモード
、ＩＰＳモード、またはＴＮモードであることが好ましいが、これらに限定されるもので
はない。ＶＡモードの液晶表示装置の構成としては、特開２００８－２６２１６１号公報
の図２に示す構成が一例として挙げられる。ただし、液晶表示装置の具体的構成には特に
制限はなく、公知の構成を採用することができる。
【実施例】
【００６５】
　以下に実施例を挙げて本発明の特徴をさらに具体的に説明する。以下の実施例に示す材
料、使用量、割合、処理内容、処理手順等は、本発明の趣旨を逸脱しない限り適宜変更す
ることができる。したがって、本発明の範囲は以下に示す具体例により限定的に解釈され
るべきものではない。
【００６６】
（製造例１．バリアフィルム１０の作製）
　ポリエチレンテレフタレートフィルム（ＰＥＴフィルム、東洋紡社製、商品名：コスモ
シャインＡ４３００、厚さ５０μｍ）の片面側に以下の手順でバリア性積層体を形成した
。
　ＴＭＰＴＡ（ダイセルサイテック社製）および光重合開始剤（ランベルティ社製、ＥＳ
ＡＣＵＲＥ　ＫＴＯ４６）を用意し、質量比率として９５：５となるように秤量し、これ
らをメチルエチルケトンに溶解させ、固形分濃度１５％の塗布液とした。この塗布液を、
ダイコーターを用いてロールトウロールにて上記ＰＥＴフィルム上に塗布し、５０℃の乾
燥ゾーンを３分間通過させた。その後、窒素雰囲気下で紫外線を照射（積算照射量約６０
０ｍＪ／ｃｍ２）し、ＵＶ（紫外光）硬化にて硬化させ、巻き取った。ＰＥＴフィルム上
に形成された第一有機層の厚さは、１μｍであった。
【００６７】
　次に、ロールトウロールのＣＶＤ（chemical vapor deposition）装置を用いて、上記
第一有機層の表面に無機層（窒化ケイ素層）を形成した。原料ガスとして、シランガス（
流量１６０ｓｃｃｍ）、アンモニアガス（流量３７０ｓｃｃｍ）、水素ガス（流量５９０
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ｓｃｃｍ）、および窒素ガス（流量２４０ｓｃｃｍ）を用いた。電源として、周波数１３
．５６ＭＨｚの高周波電源を用いた。製膜圧力は４０Ｐａ、到達膜厚は５０ｎｍであった
。このようにして第一有機層の表面に無機層が積層されたバリアフィルム１０を作製した
。
【００６８】
（製造例２．バリアフィルム１１の作製）
　上記バリアフィルム１０の無機層の表面に、以下の手順に従って、第二有機層を積層し
た。
　ウレタン骨格アクリルポリマー（大成ファインケミカル社製　アクリット８ＢＲ５００
）と光重合開始剤（チバケミカル社製、Ｉｒｇａｃｕｒｅ１８４）を質量比率として９５
：５となるように秤量し、これらをメチルエチルケトンに溶解させ、固形分濃度１５％の
塗布液とした。この塗布液を、ダイコーターを用いてロールトウロールにて上記バリアフ
ィルム１０の無機層の表面に塗布し、１００℃の乾燥ゾーンを３分間通過させ、巻き取っ
た。形成された第二有機層の厚さは、１μｍであった。このようにして第一有機層の表面
に無機層が積層され、さらに第二有機層が積層されたバリアフィルム１１を作製した。
【００６９】
[実施例１]
（量子ロッド含有重合性液晶組成物１の作製）
　下記の量子ロッド含有重合性液晶組成物１を調製し、孔径０．２μｍのポリプロピレン
製フィルターでろ過した後、塗布液として用いた。
【００７０】
────────────────────────────────────────
量子ロッド含有重合性液晶組成物１
────────────────────────────────────────
量子ロッド１のトルエン分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
（発光中心波長：５２０ｎｍ、半値幅：２５ｎｍ）
量子ロッド２のトルエン分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
（発光中心波長：６３０ｎｍ、半値幅：３０ｎｍ）
下記の棒状液晶化合物（Ａ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ８０質量部
下記の棒状液晶化合物（Ｂ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ２０質量部
光重合開始剤（イルガキュアー９０７、チバ・ジャパン社製）　　　　　　　　３質量部
増感剤（カヤキュアーＤＥＴＸ、日本化薬（株）製）　　　　　　　　　　　　１質量部
下記のフッ素系ポリマー（ＦＰ４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３質量部
メチルエチルケトン（ＭＥＫ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９３質量部
シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０質量部
────────────────────────────────────────
【００７１】
　上記において、「量子ロッド１のトルエン分散液」中の量子ロッド１は、コアがＣｄＳ
ｅで、シェルがＣｄＳで構成されたコア／シェル型の量子ロッド（長軸：３６ｎｍ、短軸
：７ｎｍ、アスペクト比（長軸／短軸）：５．１）であり、量子ロッド１のトルエン分散
液全量に対する濃度は１質量％であった。
　また、「量子ロッド２のトルエン分散液」中の量子ロッド２は、コアがＣｄＳｅで、シ
ェルがＣｄＳで構成されたコア／シェル型の量子ロッド（長軸：２５ｎｍ、短軸：３ｎｍ
、アスペクト比（長軸／短軸）：８．３）であり、量子ロッド２のトルエン分散液全量に
対する濃度は１質量％であった。
【００７２】
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【化１】

【００７３】
　棒状液晶化合物（Ａ）の分子長軸の長さ（分子長）は３．７ｎｍであり、棒状液晶化合
物（Ｂ）の分子長軸の長さ（分子長）は３．０ｎｍであった。
【００７４】
（波長変換部材１の作製）
　バリアフィルム１０を用意し、無機層面上に下記の組成の配向膜１形成用塗布液を＃８
のワイヤーバーで連続的に塗布した。６０℃の温風で６０秒、さらに１００℃の温風で１
２０秒乾燥し、配向膜１を形成した。配向膜１の厚みは０．５μｍであった。
───────────────────────────────────
配向膜１形成用塗布液の組成
───────────────────────────────────
下記変性ポリビニルアルコール　　　　　　　　　　　　　　　２．４質量部
イソプロピルアルコール　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．６質量部
メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６質量部
水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６０質量部
───────────────────────────────────
【００７５】
【化２】



(21) JP 6353410 B2 2018.7.4

10

20

30

40

50

【００７６】
　続いて、上記量子ロッド含有重合性液晶組成物１をスライドガラスの表面に塗布し、加
熱しながら偏光顕微鏡で観察した。その結果、ネマチック液晶性を有することを確認した
。
【００７７】
　バリアフィルム１０上に配置された配向膜１の表面にラビング処理を施した。ラビング
処理面上に量子ロッド含有重合性液晶組成物１を、バーコーターを用いて塗布した。次い
で、膜面温度１００℃で６０秒間加熱熟成しネマチック相で配向させた後、７０℃まで冷
却し、空気下にて７０ｍＷ／ｃｍ２の空冷メタルハライドランプ（アイグラフィックス（
株）製）を用いて１０００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射して、その配向状態を固定化する
ことにより波長変換フィルム１を形成した。波長変換フィルム１の厚みは、７．０μｍで
あった。最後に、波長変換フィルム１の形成されたバリアフィルム１０をバックアップロ
ーラに巻きかけ、波長変換フィルム１の上にバリアフィルム１０を無機層面が波長変換フ
ィルム１に接する向きでラミネートし、バリアフィルム１０で波長変換フィルム１を挟持
した波長変換部材１を形成した。
【００７８】
[実施例２]
（波長変換部材２の作製）
　バリアフィルム１１を用意し、第二有機層面上に上記配向膜１形成用塗布液を＃８のワ
イヤーバーで連続的に塗布した。６０℃の温風で６０秒、さらに１００℃の温風で１２０
秒乾燥し、配向膜２を形成した。配向膜２の厚みは、０．５μｍであった。
【００７９】
　バリアフィルム１１上に配置された配向膜２の表面にラビング処理を施した。ラビング
処理面上に上記量子ロッド含有重合性液晶組成物１を、バーコーターを用いて塗布した。
次いで、膜面温度１００℃で６０秒間加熱熟成しネマチック相で配向させた後、７０℃ま
で冷却し、空気下にて７０ｍＷ／ｃｍ２の空冷メタルハライドランプ（アイグラフィック
ス（株）製）を用いて１０００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射して、その配向状態を固定化
することにより波長変換フィルム２を形成した。波長変換フィルム２の厚みは、７．０μ
ｍであった。最後に、波長変換フィルム２の形成されたバリアフィルム１１をバックアッ
プローラに巻きかけ、波長変換フィルム２の上にバリアフィルム１１を第二有機層面が波
長変換フィルム２に接する向きでラミネートし、バリアフィルム１１で波長変換フィルム
２を挟持した波長変換部材２を形成した。
【００８０】
[実施例３]
（量子ロッド含有重合性液晶組成物３の作製）
　下記の量子ロッド含有重合性液晶組成物３を調製し、孔径０．２μｍのポリプロピレン
製フィルターでろ過した後、塗布液として用いた。
【００８１】
──────────────────────────────────────
量子ロッド含有重合性液晶組成物３
──────────────────────────────────────
量子ロッド１のトルエン分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
（発光中心波長：５２０ｎｍ、半値幅：２５ｎｍ）
量子ロッド２のトルエン分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
（発光中心波長：６３０ｎｍ、半値幅：３０ｎｍ）
棒状液晶化合物（Ａ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ８０質量部
ラウリルメタクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０質量部
光重合開始剤（イルガキュアー９０７、チバ・ジャパン社製）　　　　　　３質量部
増感剤（カヤキュアーＤＥＴＸ、日本化薬（株）製）　　　　　　　　　　１質量部
フッ素系ポリマー（ＦＰ４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３質量部
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メチルエチルケトン（ＭＥＫ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９３質量部
シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０質量部
──────────────────────────────────────
【００８２】
（波長変換部材３の作製）
　バリアフィルム１１を用意し、第二有機層面上、下記の組成の光配向膜３形成用塗布液
をワイヤーバーで塗布した。１００℃の温風で１２０秒乾燥し、空気下にて３００ｍＷ／
ｃｍ２の空冷メタルハライドランプ（アイグラフィックス（株）製）を用いて照射した。
作製した光配向膜３に、空気下にて１６０ｍＷ／ｃｍ２の空冷メタルハライドランプ（ア
イグラフィックス（株）製）を用いて紫外線を垂直に照射した。このとき、ワイヤーグリ
ッド偏光子（Moxtek社製, ProFlux PPL02）を光配向膜３の面と平行にセットして露光を
行った。この際用いる紫外線の照度はＵＶ－Ａ領域（波長３２０～３８０ｎｍの積算）に
おいて１００ｍＷ／ｃｍ２、照射量はＵＶ－Ａ領域において１０００ｍＪ／ｃｍ２とした
。なお、光配向膜３の厚みは、０．１μｍであった。
───────────────────────────────────
光配向膜３形成用塗布液の組成
───────────────────────────────────
下記光配向用素材　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２質量部
クロロホルム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９８質量部
─────────────────────────────────── 
【００８３】
光配向用素材：
【化３】

【００８４】
　続いて、上記量子ロッド含有重合性液晶組成物３をスライドガラスの表面に塗布し、加
熱しながら偏光顕微鏡で観察した。その結果、ネマチック液晶性を有することを確認した
。
【００８５】
　バリアフィルム１１上に配置された光配向膜３の光配向処理が施された表面に量子ロッ
ド含有重合性液晶組成物３を、バーコーターを用いて塗布した。次いで、膜面温度１００
℃で６０秒間加熱熟成しネマチック相で配向させた後、７０℃まで冷却し、空気下にて７
０ｍＷ／ｃｍ２の空冷メタルハライドランプ（アイグラフィックス（株）製）を用いて１
０００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射して、その配向状態を固定化することにより波長変換
フィルム３を形成した。波長変換フィルム３の厚みは、７．０μｍであった。最後に、波
長変換フィルム３の形成されたバリアフィルム１１をバックアップローラに巻きかけ、波
長変換フィルム３の上にバリアフィルム１１を第二有機層面が波長変換フィルム３に接す
る向きでラミネートし、バリアフィルム１１で波長変換フィルム３を挟持した波長変換部
材３を形成した。
【００８６】
[実施例４]
（量子ロッド含有重合性液晶組成物４の作製）
　下記の量子ロッド含有重合性液晶組成物４を調製し、孔径０．２μｍのポリプロピレン
製フィルターでろ過した後、塗布液として用いた。
【００８７】
──────────────────────────────────────
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量子ロッド含有重合性液晶組成物４
──────────────────────────────────────
量子ロッド１のトルエン分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
（発光中心波長：５２０ｎｍ、半値幅：２５ｎｍ）
量子ロッド２のトルエン分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
（発光中心波長：６３０ｎｍ、半値幅：３０ｎｍ）
下記のディスコティック液晶化合物（Ａ）　　　　　　　　　　　　　　８０質量部
下記のディスコティック液晶化合物（Ｂ）　　　　　　　　　　　　　　２０質量部
エチレンオキサイド変性トリメチロールプロパントリアクリレート
（Ｖ＃３６０、大阪有機化学（株）製）　　　　　　　　　　　　　　　１０質量部
光重合開始剤（イルガキュアー９０７、チバ・ジャパン社製）　　　　　　３質量部
下記のピリジニウム塩（Ａ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．９質量部
下記のボロン酸含有化合物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０８質量部
下記のフッ素系ポリマー（ＦＰ１）　　　　　　　　　　　　　　　　０．３質量部
メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２０質量部
──────────────────────────────────────
【００８８】
【化４】

【００８９】
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【化５】

【００９０】
　ディスコティック液晶化合物（Ａ）の分子長軸の長さ（分子長）は４．３ｎｍであり、
ディスコティック液晶化合物（Ｂ）の分子長軸の長さ（分子長）は３．９ｎｍであった。
【００９１】
（波長変換部材４の作製）
　バリアフィルム１１を用意し、第二有機層面上に上記配向膜１形成用塗布液を＃８のワ
イヤーバーで連続的に塗布した。６０℃の温風で６０秒、さらに１００℃の温風で１２０
秒乾燥し、配向膜４を形成した。配向膜４の厚みは、０．５μｍであった。
【００９２】
　バリアフィルム１１上に配置された配向膜４の表面にラビング処理を施した。ラビング
処理面上に上記量子ロッド含有重合性液晶組成物４を、バーコーターを用いて塗布した。
次いで、膜面温度１００℃で６０秒間加熱熟成しネマチック相で配向させた後、７０℃ま
で冷却し、空気下にて７０ｍＷ／ｃｍ２の空冷メタルハライドランプ（アイグラフィック
ス（株）製）を用いて１０００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射して、その配向状態を固定化
することにより波長変換フィルム４を形成した。波長変換フィルム４の厚みは、７．０μ
ｍであった。最後に、波長変換フィルム４の形成されたバリアフィルム１１をバックアッ
プローラに巻きかけ、波長変換フィルム４の上にバリアフィルム１１を第二有機層面が波
長変換フィルム４に接する向きでラミネートし、バリアフィルム１１で波長変換フィルム
４を挟持した波長変換部材４を形成した。
【００９３】
[実施例５]
（量子ロッド含有重合性液晶組成物５の作製）
　下記の量子ロッド含有重合性液晶組成物５を調製し、孔径０．２μｍのポリプロピレン
製フィルターでろ過した後、塗布液として用いた。
【００９４】
───────────────────────────────────────
量子ロッド含有重合性液晶組成物５
───────────────────────────────────────
量子ロッド１のトルエン分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
（発光中心波長：５２０ｎｍ、半値幅：２５ｎｍ）
量子ロッド２のトルエン分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
（発光中心波長：６３０ｎｍ、半値幅：３０ｎｍ）
棒状液晶化合物（Ａ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０質量部
下記の棒状液晶化合物（Ｃ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０質量部
光重合開始剤（イルガキュアー９０７、チバ・ジャパン社製）　　　　　　　３質量部
増感剤（カヤキュアーＤＥＴＸ、日本化薬（株）製）　　　　　　　　　　　１質量部
フッ素系ポリマー（ＦＰ４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３質量部
メチルエチルケトン（ＭＥＫ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９３質量部
シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０質量部
───────────────────────────────────────
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【００９５】
【化６】

【００９６】
　棒状液晶化合物（Ａ）の分子長軸の長さ（分子長）は３．７ｎｍであり、棒状液晶化合
物（Ｃ）の分子長軸の長さ（分子長）は４．１ｎｍである。
【００９７】
　続いて、上記量子ロッド含有重合性液晶組成物５をスライドガラスの表面に塗布し、加
熱しながら偏光顕微鏡で観察した。その結果、ネマチック液晶性を有することを確認した
。
【００９８】
（波長変換部材５の作製）
　バリアフィルム１１を用意し、第二有機層表面にラビング処理を施した。ラビング処理
面上に量子ロッド含有重合性液晶組成物５を、バーコーターを用いて塗布した。次いで、
膜面温度１００℃で６０秒間加熱熟成しネマチック相で配向させた後、７０℃まで冷却し
、空気下にて７０ｍＷ／ｃｍ２の空冷メタルハライドランプ（アイグラフィックス（株）
製）を用いて１０００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射して、その配向状態を固定化すること
により波長変換フィルム５を形成した。波長変換フィルム５の厚みは、７．０μｍであっ
た。最後に、波長変換フィルム５の形成されたバリアフィルム１１をバックアップローラ
に巻きかけ、波長変換フィルム５の上にバリアフィルム１１を第二有機層面が波長変換フ
ィルム５に接する向きでラミネートし、バリアフィルム１１で波長変換フィルム５を挟持
した波長変換部材５を形成した。
【００９９】
[実施例６]
（量子ロッド含有重合性液晶組成物６の作製）
　実施例１で用いた量子ロッド含有重合性液晶組成物１における、棒状液晶化合物（Ｂ）
を、下記の量子ロッドに吸着する基（カルボキシル基）を有する棒状液晶化合物（Ｂ’）
に変更した以外は、実施例１同様に調製し、孔径０．２μｍのポリプロピレン製フィルタ
ーでろ過した後、量子ロッド含有重合性液晶組成物６として用いた。
【０１００】
棒状液晶化合物（Ｂ’）

【化７】

【０１０１】
　棒状液晶化合物（Ｂ’）の分子長軸の長さ（分子長）は３．７ｎｍである。
【０１０２】
　続いて、上記量子ロッド含有重合性液晶組成物６をスライドガラスの表面に塗布し、加
熱しながら偏光顕微鏡で観察した。その結果、ネマチック液晶性を有することを確認した
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。
【０１０３】
（波長変換部材６の作製）
　実施例１と同様に、バリアフィルム１０上に配置された配向膜１の表面にラビング処理
を施した。ラビング処理面上に量子ロッド含有重合性液晶組成物６を、バーコーターを用
いて塗布した。次いで、膜面温度１００℃で６０秒間加熱熟成しネマチック相で配向させ
た後、７０℃まで冷却し、空気下にて７０ｍＷ／ｃｍ２の空冷メタルハライドランプ（ア
イグラフィックス（株）製）を用いて１０００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射して、その配
向状態を固定化することにより波長変換フィルム６を形成した。波長変換フィルム６の厚
みは、７．０μｍであった。最後に、波長変換フィルム６の形成されたバリアフィルム１
０をバックアップローラに巻きかけ、波長変換フィルム６の上にバリアフィルム１０を無
機層面が波長変換フィルム６に接する向きでラミネートし、バリアフィルム１０で波長変
換フィルム６を挟持した波長変換部材６を形成した。
【０１０４】
[実施例７]
（量子ロッド含有重合性液晶組成物７の作製）
　実施例１で用いた量子ロッド含有重合性液晶組成物１における、棒状液晶化合物（Ｂ）
を、下記の量子ロッドに吸着する基（アミノ基）を有する棒状液晶化合物（Ｂ’’）に変
更した以外は、実施例１同様に調製し、孔径０．２μｍのポリプロピレン製フィルターで
ろ過した後、量子ロッド含有重合性液晶組成物７として用いた。
【０１０５】
棒状液晶化合物（Ｂ’’）
【化８】

【０１０６】
　棒状液晶化合物（Ｂ’’）の分子長軸の長さ（分子長）は３．７ｎｍである。
【０１０７】
　続いて、上記量子ロッド含有重合性液晶組成物７をスライドガラスの表面に塗布し、加
熱しながら偏光顕微鏡で観察した。その結果、ネマチック液晶性を有することを確認した
。
【０１０８】
（波長変換部材７の作製）
　量子ロッド含有重合性液晶組成物６の代わりに、量子ロッド含有重合性液晶組成物７を
使用した以外は、波長変換部材６の作製手順に従って、バリアフィルム１０で波長変換フ
ィルム７を挟持した波長変換部材７を形成した。
【０１０９】
[比較例１]
　量子ロッド１のトルエン分散液の代わりに以下の量子ロッド３のトルエン分散液を、量
子ロッド２のトルエン分散液の代わりに以下の量子ロッド４のトルエン分散液を用いた以
外は、実施例１と同様の手順に従って、バリアフィルム１０で波長変換フィルム１０を挟
持した波長変換部材１０を形成した。
量子ロッド３のトルエン分散液
（発光中心波長：５３０ｎｍ、半値幅：２５ｎｍ）
量子ロッド４のトルエン分散液
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　上記において、「量子ロッド３のトルエン分散液」の量子ロッド３は、コアがＣｄＳｅ
で、シェルがＺｎＳで構成されたコア／シェル型の量子ロッド（長軸：３．３ｎｍ、短軸
：３．０ｎｍ、アスペクト比（長軸／短軸）：１．１）であり、量子ロッド３のトルエン
分散液全量に対する濃度は１質量％であった。
　また、量子ロッド４のトルエン分散液の量子ロッドは、コアがＣｄＳｅで、シェルがＺ
ｎＳで構成されたコア／シェル型の量子ロッド（長軸：６．３ｎｍ、短軸：４．０ｎｍ、
アスペクト比（長軸／短軸）：１．５）であり、量子ロッド４のトルエン分散液全量に対
する濃度は１質量％であった。
【０１１０】
[比較例２]
　量子ロッド１のトルエン分散液の代わりに以下の量子ロッド５のトルエン分散液（発光
中心波長：５００ｎｍ、半値幅：８０ｎｍ）を用い、量子ロッド２のトルエン分散液を使
用しなかった以外は、実施例１と同様の手順に従って、バリアフィルム１０で波長変換フ
ィルム２０を挟持した波長変換部材２０を形成した。
　上記において、量子ロッド５のトルエン分散液の量子ロッドは、ＺｎＳロッド（長軸：
４．０ｎｍ、短軸：１．２ｎｍ、アスペクト比（長軸／短軸）：３．３、）であり、量子
ロッド５のトルエン分散液全量に対する濃度は１質量％であった。
【０１１１】
[比較例３]
（量子ロッド含有液晶組成物３０の作製）
　下記の量子ロッド含有液晶組成物３０を調製し、孔径０．２μｍのポリプロピレン製フ
ィルターでろ過した後、塗布液として用いた。
【０１１２】
──────────────────────────────────────
量子ロッド含有液晶組成物３０
──────────────────────────────────────
量子ロッド６のトルエン分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
（発光中心波長：５２０ｎｍ、半値幅：２５ｎｍ）
量子ロッド７のトルエン分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
（発光中心波長：６３０ｎｍ、半値幅：３０ｎｍ）
下記の棒状液晶化合物（Ｄ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
光重合開始剤（イルガキュアー９０７、チバ・ジャパン社製）　　　　　　３質量部
増感剤（カヤキュアーＤＥＴＸ、日本化薬（株）製）　　　　　　　　　　１質量部
上記フッ素系ポリマー（ＦＰ４）　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３質量部
メチルエチルケトン（ＭＥＫ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９３質量部
シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０質量部
──────────────────────────────────────
【０１１３】
　上記において、「量子ロッド６のトルエン分散液」中の量子ロッド６は、コアがＣｄＳ
ｅで、シェルがＣｄＳで構成されたコア／シェル型の量子ロッド（長軸：３６ｎｍ、短軸
：７ｎｍ、アスペクト比（長軸／短軸）：５．１）であり、量子ロッド６のトルエン分散
液全量に対する濃度は１質量％であった。
　また、「量子ロッド７のトルエン分散液」の量子ロッド７は、コアがＣｄＳｅで、シェ
ルがＣｄＳで構成されたコア／シェル型の量子ロッド（分子長軸：２５ｎｍ、短軸：３ｎ
ｍ、アスペクト比（長軸／短軸）：８．３）であり、量子ロッド７のトルエン分散液全量
に対する濃度は１質量％であった。
【０１１４】
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【化９】

【０１１５】
　液晶化合物（Ｄ）の分子長軸の長さ（分子長）は１．５ｎｍであった。
【０１１６】
（波長変換部材３０の作製）
　量子ロッド含有重合性液晶組成物１の代わりに量子ロッド含有液晶組成物３０を用いた
以外は、実施例１と同様の手順に従って、バリアフィルム１０で波長変換フィルム３０を
挟持した波長変換部材３０を形成した。
【０１１７】
＜各種評価＞
（液晶化合物（液晶構造）の配向測定）
　自動複屈折率計（ＫＯＢＲＡ－２１ＡＤＨ、王子計測機器（株）社製）を用いて、各実
施例および比較例にて得られた波長変換部材中の波長変換フィルムの光軸の傾斜角（即ち
、液晶化合物（液晶構造）の屈折率が最大となる方向の、支持体に対する傾き）を測定し
た。
　実施例１～２、５～７、および、比較例１～３においては、光軸の傾斜角は０°であり
、棒状液晶はラビング方向に平行に水平配向していることが確認できた。
　また、実施例３においては、光軸の傾斜角は０°であり、棒状液晶はワイヤーグリッド
偏光子の透過軸（すなわち、偏光照射方向）に直交に水平配向していることが確認できた
。
　また、実施例４においては、ディスコティック液晶はラビング方向に直交に垂直配向し
ていることが確認できた。
【０１１８】
（偏光発光性測定（初期偏光発光評価））
　実施例１～７および比較例１～３にて作製した波長変換フィルムの偏光発光性の測定を
下記の方法で行った。
　実施例１で作製した波長変換部材に青色ＬＥＤ（Light Emitting Diode）を照射し、変
換された緑色光および赤色光から、フィルターを介して青色光を除去した後、発光強度を
ＣＣＤ（Charge Coupled Device）で測定した。この際、偏光子によって、二つの偏光方
向、すなわち、ラビング方向とラビング方向に直交する方向の強度を測定した。測定され
た偏光発光比（ラビング方向の強度：ラビング方向に直交する方向の強度）は、８：１で
あった。
　実施例１で作製した波長変換部材の代わりに、実施例２～７および比較例１～３にて作
製した波長変換部材を用いて、上記手順によって偏光発光比を測定した。結果を後述する
表１にまとめて示す。なお、実施例３で作製した波長変換部材を使用する場合は、ワイヤ
ーグリッド偏光子の透過軸方向と、その透過軸方向に直交する方向の強度を測定し、偏光
発光比（透過軸方向に直交する方向の強度：透過軸方向の強度）を求めた。また、実施例
４においては、偏光発光比（ラビング方向に直交する方向の強度：ラビング方向の強度）
は、６：１であった。
【０１１９】
（耐久試験後の偏光発光評価）
　各実施例および各比較例で作製した波長変換部材を、温度：８５℃、相対湿度：８５％
ＲＨのオーブン内に５日間放置する耐久試験を実施した後、上述の（偏光発光性測定）を
実施して、耐久試験後の波長変換部材の偏光発光比を測定した。
【０１２０】
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　オービスフェアラボラトリー社製型酸素濃度計の検出部にバリアフィルム１０およびバ
リアフィルム１１それぞれをシリコングリスを介して貼付し、上述した方法に沿って、平
衡酸素濃度値から酸素透過度（Ｐ）を得た。得られた酸素透過度（Ｐ）を、以下基準に従
って評価した。結果を表１にまとめて示す。
＜評価基準＞
Ａ：Ｐ＜１０［ｃｍ３/(ｍ2・ｄａｙ・ａｔｍ)］
Ｂ：１０［ｃｍ３/(ｍ2・ｄａｙ・ａｔｍ)］≦Ｐ＜１００［ｃｍ３/(ｍ2・ｄａｙ・ａｔ
ｍ)］
Ｃ：１００［ｃｍ３/(ｍ2・ｄａｙ・ａｔｍ)］≦Ｐ＜１０００［ｃｍ３/(ｍ2・ｄａｙ・
ａｔｍ)］
Ｄ：１０００［ｃｍ３/(ｍ2・ｄａｙ・ａｔｍ)］≦Ｐ
【０１２１】
　上記各種評価の結果を表１にまとめて示す。
【０１２２】
【表１】

【０１２３】
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【表２】

【０１２４】
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　表１に示すように、各実施例においては、波長変換部材（波長変換フィルム）は優れた
偏光発光性を示すと共に、耐久試験後においても偏光発光性の低下が少なかった。特に、
実施例６および７に示すように、重合性液晶化合物の少なくとも１種が、量子ロッドに吸
着する基を有する場合、より効果が優れることが確認された。
　一方、アスペクト比が所定の範囲でない量子ロッドを用いている比較例１および２の波
長変換部材（波長変換フィルム）、および、重合性液晶化合物を使用していない比較例３
の波長変換部材（波長変換フィルム）では、所望の効果が得られなかった。
【０１２５】
[実施例８～１４、比較例４～６]
（液晶表示装置の製造）
　市販の液晶表示装置（パナソニック社製、商品名ＴＨ－Ｌ４２Ｄ２）を分解し、バック
ライト側偏光板とバックライトユニットの間に実施例１～７および比較例１～３で作製し
た波長変換部材をそれぞれ配置し、バックライトユニットを以下のＢ狭帯域バックライト
ユニットに変更し、実施例８～１４および比較例４～６の液晶表示装置を製造した。この
とき、波長変換部材の偏光発光方向と、バックライト側偏光板の透過軸が平行となるよう
に配置した。なお、実施例８の液晶表示装置では実施例１の波長変換部材が、実施例９の
液晶表示装置では実施例２の波長変換部材が、実施例１０の液晶表示装置では実施例３の
波長変換部材が、実施例１１の液晶表示装置では実施例４の波長変換部材が、実施例１２
の液晶表示装置では実施例５の波長変換部材が、実施例１３の液晶表示装置では実施例６
の波長変換部材が、実施例１４の液晶表示装置では実施例７の波長変換部材が、使用され
ている。また、比較例４の液晶表示装置では比較例１の波長変換部材が、比較例５の液晶
表示装置では比較例２の波長変換部材が、比較例６の液晶表示装置では比較例３の波長変
換部材が、使用されている。
　用いたＢ狭帯域バックライトユニットは、光源として青色発光ダイオード（日亜Ｂ－Ｌ
ＥＤ：Ｒｏｙａｌ　Ｂｌｕｅ、主波長４４５ｎｍ、半値幅２０ｎｍ、以下Ｂ光源とも言う
）を備える。また、光源の後部に光源から発光されて波長変換部材で反射された光を再反
射する反射部材を備える。
【０１２６】
（色再現域変化の評価）
１．初期（連続照射前）色再現域の評価
　液晶表示装置の色再現域（ＮＴＳＣ比）を、特開２０１２－３０７３号公報に記載の方
法で測定した。実施例８～１４の液晶表示装置の色再現域（ＮＴＳＣ比）は１００％と良
好であったが、比較例４、６は偏光発光比が小さいため、青光、緑光、赤光のバランスが
悪く７０％であった。また、比較例５は赤光が得られず、測定不可であった。
【０１２７】
２．連続照射後の色再現域の評価
　温度２５℃、相対湿度６０％ＲＨに保たれた部屋で、実施例８～１４および比較例４～
６の液晶表示装置を配置して、バックライトユニットから青色光を２５０時間連続で照射
した。
　連続照射後の実施例および比較例の液晶表示装置の色再現域（ＮＴＳＣ比）を、上記１
．の連続照射前の色再現域（ＮＴＳＣ比）の評価と同様の方法で測定し、下式記載の初期
の色再現域（ＮＴＳＣ比）との変化率（ΔＸ）を取って色再現域（ＮＴＳＣ比）変化の指
標とした。なお、Ｘ０は連続照射前の色再現域（ＮＴＳＣ比）を、Ｘ１は連続照射後の色
再現域（ＮＴＳＣ比）を表す。
　ΔＸ［％］＝（Ｘ０－Ｘ１）／Ｘ０×１００
　得られたΔＸの値により、色再現域（ＮＴＳＣ比）変化を下記基準で評価した。
（評価基準）
Ａ　ΔＸ＜２０［％］
Ｂ　２０［％］≦ΔＸ＜４０［％］
Ｃ　４０［％］≦ΔＸ＜６０［％］
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Ｄ　６０［％］≦ΔＸ
　実施例８～１４および比較例４の液晶表示装置の色再現域（ＮＴＳＣ比）は、波長変換
フィルムが重合により３次元架橋されているため、連続照射後でもＡ判定と良好であった
が、比較例６の波長変換フィルムは非重合性棒状液晶により形成されているため、光劣化
が大きくＤ判定であった。
【０１２８】
（輝度変化の評価）
１．初期（連続照射前）輝度の評価
　市販の青色光源（ＯＰＴＥＸ－ＦＡ株式会社製ＯＰＳＭ－Ｈ１５０Ｘ１４２Ｂ）上に各
実施例および比較例の波長変換部材を置き、透過した光の輝度Ｙ０を、波長変換部材の面
に対して垂直方向７４０ｍｍの位置に設置した輝度計（ＳＲ３、ＴＯＰＣＯＮ社製）にて
測定した。実施例１～７の波長変換部材の輝度は、偏光発光比が大きいため、偏光板の光
吸収による輝度低下が小さく、２００と良好であったが、比較例４、６は偏光発光比が小
さいため、１２０であった。また、比較例５は赤光が得られず、測定不可であった。
２．連続照射後の輝度の評価
　温度２５℃、相対湿度６０％ＲＨに保たれた部屋で、市販の青色光源（ＯＰＴＥＸ－Ｆ
Ａ株式会社製ＯＰＳＭ－Ｈ１５０Ｘ１４２Ｂ）上に実施例および比較例の各波長変換部材
を置き、実施例および比較例の波長変換部材に対して青色光を２５０時間連続で照射した
。
　連続照射後の実施例および比較例の波長変換部材の輝度（Ｙ１）を、上記１．の連続照
射前の輝度の評価と同様の方法で測定し、下式記載の初期の輝度値（Ｙ０）との変化率（
ΔＹ）を取って輝度変化の指標とした。
　ΔＹ［％］＝（Ｙ０－Ｙ１）／Ｙ０×１００
　得られたΔＹの値により、輝度変化を下記基準で評価した。評価結果がＡおよびＢであ
れば、連続照射後も端部の発光効率が良好に維持されていると判断することができる。
（評価基準）
Ａ　ΔＹ＜２０［％］
Ｂ　２０［％］≦ΔＹ＜４０［％］
Ｃ　４０［％］≦ΔＹ＜６０［％］
Ｄ　６０［％］≦ΔＹ
　実施例１～７および比較例１の波長変換部材の輝度は、波長変換フィルムが重合により
３次元架橋されているため、連続照射後でもＡ判定と良好であったが、比較例３の波長変
換フィルムは非重合性棒状液晶により形成されているため、光劣化が大きくＤ判定であっ
た。



(33) JP 6353410 B2 2018.7.4

10

20

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                                        
   Ｆ２１Ｖ   9/14     (2006.01)           Ｆ２１Ｖ    9/14     　　　　        　　　　　

    審査官  磯貝　香苗

(56)参考文献  特表２０１４－５０２４０３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特表２００５－５１５２７３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００８－０５２０７６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００７－２３３１６２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１０－１４４０３２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１２－０１２６５１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１３－１８２１２０（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｃ０９Ｋ　　１９／３８　　　　
              Ｃ０９Ｋ　　１１／０８　　　　
              Ｃ０９Ｋ　　１９／５４　　　　
              Ｆ２１Ｓ　　　２／００　　　　
              Ｆ２１Ｖ　　　９／１４　　　　
              Ｆ２１Ｖ　　　９／１６　　　　
              Ｇ０２Ｆ　　　１／１３３５７　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	overflow

